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「撤三」制度における商標の非典型使用について

一、「撤三」制度

  新商標法第49条第2項の規定に基づき、登録商標が正当な理由なく3年連続で使用されていない場合、如何なる企業または個人は国家商標総局に当該登録商標の取消を申し立てることができる。国家商標総局は受理後、申し立てられた商標登録者に「登録商標使用証拠の提供に関する通知」を送達する。同規定は通常「撤三」制度と呼ばれている。

　

2、 「撤三」答弁

商標登録者は上記の「通知」を受取った後、2ヶ月以内に国家商標総局に過去3年内に該当商標の商品保護上に使用された証拠資料を提供し、具体的には、ビジネス分野における公開使用、商標権利者の真実の意図を表せる使用、及び商標の登録範囲に合致する合法的使用等が含まれている。もし、使用しなかった正当な理由が存在すれば、それを挙証しなくてはならない。同時に国家商標総局「登録商標使用証拠の提供に関する通知」を送り返し、その裁定をしてもらう。

　然しながら、形式的に商標使用の概念に合致しない状況が少なくない。これらの状況が商標使用の範囲に当て嵌まるのかどうかについて、次のとおり三つの点に注意を払う必要がある。

１、名門大学学校名への商標使用

　実務上、多くの名門大学が不法登録防止のために学校名に係る標識、文字を全ての商品類別に商標登録したが、商標取消の可能性が高くなっております。ある名門大学は不法登録防止のためにその校章、学校名等を45種類の商品·サービスに登録した後、ある外資系企業から第28類「漁具」商品に関する「撤三」を要求された。これらの商標登録は予防性のある商標登録として、その主要目的が自己使用ではなく、公衆に誤認を生じさせず、及び市場競争秩序を守ることを目指している。

　商標法第49条の規定に基づき、正当な理由があれば、「撤三」申請を却下することができる。一般的には、不可抗力や政府による規制強化、破産·清算などの状況が正当な理由に当たる。従って、非営利主体としての名門大学が公益の目的で商標登録するのは「正当な理由」に当たると考えられている。

２、景品への商標使用

　ビジネス分野において商品販促のために景品等の方式でプロモーションを行う企業が少なくない。これらの景品の多くは事業者が商標登録した商品ではないため、通常、企業は登録した商標の使用範囲を景品に拡大、又は景品等の商品に商標登録を行う。然し、これらの二つの方法、特に二つ目の方法に「撤三」の恐れが高いのである。

　商品取引が売買契約のみならず、営利を目的とする様々な取引形態も含まれている。対価を支払わない景品が商標法上の商品ではないとは言えない。景品は企業の名誉とプロモーションのためにその他の商品とともに販売されているものであり、且つ景品に登録された商標は原産地等商品の基本情報を表し、その品質も一般商品と同じように商標法、製品品質法等の法律法規の監督を受けており、その商標も品質保証の役割を果たしている。

　従って、景品は依然として市場取引の対象であり、それに使用された商標も商標としての役割を果たし、登録商標の使用に属すると認定することができる。

３、平面登録商標を立体の方式で利用する

　実務上、多くの企業は平面商標を登録したが、実際にはこれを立体商標として販売活動やビジネスプロモーションを行った。この場合において「撤三」の要件に合うかどうかについて、以下のとおり検討する必要がある。

　商標使用に合致するために、実際に使用した商標が登録商標でなければならない。然し、実際の使用過程でビジネスプロモーションや、包装設計、店舗装飾等様々な原因で登録商標に一定の調整を行う企業が少なくない。この調整が登録商標と同一性を持った場合は、登録商標の使用だと認定することができる。この調整によって識別機能を失い、公衆に誤認を生じさせる恐れがあった場合、登録商標の使用と認定することができない。

　「最高人民法院の商標授権権利確認行政案件審理における若干問題に関する意見」第20条に基づき、実際に使用した商標と登録した商標には些細な差異があったものの、その著しい特徴に変わりがなかった場合、登録商標が使用されたと見なすことができる。

　また、「北京市高級人民法院の商標民事紛争案件審理における若干問題に関する解答」第6条には、実際に使用した商標が登録した商標の著しい特徴に変わりがなかった場合、登録商標が使用されたと見なされていると定めている。

　従って、調整された商標と登録商標との間に同一性があるかどうかについて、消費者の判断が極めて重要である。平面商標を立体の方式で使用することについて、平面商標を立体商標に拡大するだけであり、且つ消費者に誤認を生じさせない場合、登録商標の使用だと認定することができる。


「労働人事争議の仲裁・訴訟間の連携機能構築の強化に関する

　　　　　　人力資源社会保障部、最高裁の意見」について

　人力資源社会保障部、最高裁は、2017年11月8日付の「労働人事争議の仲裁・訴訟間の連携機能構築の強化に関する意見」（以下、意見という」を公布した。本稿では「意見」の概要を以下のとおり取りまとめる。


一、背景

ここ数年来、全国で労働人事争議の仲裁・裁判において争議受理範囲の不統一、法律の適用基準の不統一、プロセス連携の不規範など問題が存在しており、争議処理の結果と効率に影響し、仲裁・司法の信用力の低下を齎した。「通知」の公布実施の狙いは前記の問題の解消、仲裁・訴訟間の連携機能構築の強化、労働人事関係の維持と社会の安定に寄与するためである。

二、仲裁・裁判の受理範囲と法律適用規準の統一

１、仲裁・裁判の受理範囲を段階的に統一させる。各地労働人事争議仲裁委員会（以下、「仲裁委員会」という）と裁判所は「中華人民共和国労働争議調停仲裁法」等の規定に従い、社会保険争議、人事争議などの紛争の受理範囲を段階的に統一させる。仲裁委員会が労働人事紛争の受理立案制度を改善・完備化し、案件があれば、必ず立案することを法に従い徹底し、条件のある場合に立案登記制の実行を探索することができ、仲裁前置の機能・役割を確実に発揮させる。
２、仲裁・裁判の法律適用範囲を段階的に統一させる。法律規定など不明確などの原因で仲裁・裁判の法律適用基準の不一致を齎す目立つ問題に関して人力資源部社会保障部は最高裁と連携し司法解釈または指導意見を制定する形式を通じて統一の法律適用基準を明確化にする。


三、仲裁・裁判とのプロセス連携の規範
１、受理プロセス連携を規範し、仲裁プロセスを経ずに裁判所に直接に起訴する労働人事争議案件に対して裁判所が受理しないことを裁定しなければならず、既に受理された案件に対して、起訴を却下し、当事者に管轄権を有する仲裁委員会に対して仲裁を申し入れることを通告しなければならない。当事者は、仲裁委員会の期限を過ぎて仲裁裁決を作り出しないことに原因して裁判所に起訴し、且つ裁判所が立案して受理する場合、裁判所が即時に当該案件の受理状況を仲裁委員会に告知しなければならならず、仲裁委員会が当該案件の審理終止を直ちに決定しなければならない。
２、保全プロセス連携を規範し、仲裁委員会は、仲裁段階に雇用者が財産などを移転、隠蔽した行為によって裁決の執行難を齎した場合、労働者に対して仲裁機構を通じて裁判所に保全申請を通告しなければならない。労働者が保全を申請した場合、仲裁委員会は直ちに裁判所に申請書及び仲裁案件受理通知書など関連書類を移管しなければならない。裁判所は保全措置の採用または申請の却下を裁定した場合、裁定書を申請者に申請人に送達し、並びに仲裁委員会に通知しなければならない。
３、執行プロセス連携を規範し、仲裁委員会は法により、先行執行を裁決した場合、執行権を有する裁判所に先行執行裁決書、裁決書の送達引換証またはその他の送達証明書類を移管しなければならない。裁判所は、仲裁委員会の裁決書、調停書の執行を強化し、労働報酬、労災保険待遇、特に集団労働人事紛争など案件の執行力を一層強めなければならない。

4、 仲裁・裁判との連携機能の完備

１、連合会議制度を確立する。各地人力資源社保部門と裁判所は定期または不定期に連合会議を開き、労働人事争議処理情報を共有し、争議仲裁・裁判の受理範囲、プロセス連携、法律適用基準などの問題について協議し、仲裁・裁判との有効な連携を推進する。

２、難易度の高い複雑な案件の指導制度を創設し、各地仲裁委員会と裁判所は複雑、重大な労働人事争議案件の討議と交流を強化し、典型な案件を連携して選出、配布し、典型案件の仲裁・裁判の法律適用の基準、仲裁・裁判審理の自由裁量度、争議当事者への対応を統一するよう指導役割を果す。



	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	人力資源社会保障部、最高裁の「労働人事争議の仲裁・訴訟間の連携機能構築の強化に関する意見」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2017/11/08

	2
	国家食品薬品監督管理総局の「食品経営許可管理弁法」
	2017/11/07

	3
	国务院の「中華人民共和国増値税暫定条例」
	2017/11/19


	4
	国家税務総局の「国税地税連携税務処理に関する指導意見」
	2017/11/22

	5
	国务院の「中華人民共和国スパイ防止法実施細則」
	2017/11/22

	6
	税関総署の「部分消費品輸入関税の調整に関する公告」
	2017/11/27

	7
	国家品質監督検検総局の「輸入食品生産企業届出管理規定」
	2018/01/01
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